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132 第 6章.道路舗装管理会計システムの構築に関する研究

は常に新規取得時の水準が保たれるという前提に立っが,現実には,供用を通じて道路舗装のサービス水

準は劣化 し,新規取得時のサービス水準を維持できるわけではない.更新会計では道路舗装の現実の資産

価額に関する会計情報が貸借対照表上に現れない.過去に費消すべきであった更新費の繰延額に関する会

計情報のみが現れることになる.そのため,更新会計では会計年度における道路舗装の資産価額に関する

会計情報を提供できない.

資産の部 負債の部

固定資産 S, 繰延更新引当金 ｣.-C】

資本の部

収益の部

図 6.2 (1) 更新会計の残高試算表

繰延維持補修会計

繰延維持補修会計では資産利用に関わる費用が,当該資産システムを維持するのに費やされるべき見積

額によって決定される[25ト繰延維持補修会計では,長期的な資産管理計画に基いて維持補修費総額を算

出するとともに,その費用総額を各年度に割振る.道路網の全道路区間にわたって,工学的検討により適

切な修繕時期と修繕費を算出することにより,各年度における維持補修繰入金 A2を費用の部に繰入れる.

一方,当該期の実際の維持補修費C2が確定したとしよう.仮に,A2-C2>0であれば,その残高を負債

として認識し,繰延維持補修引当金 か2に繰入れる (あるいは,負の繰延維持補修費△β2として資産の部

に繰 り入れる).すなわち,前期の期末の繰延維持補修引当金を∂2とすれば,今期の期末の繰延維持補修

引当金はD2-D2+A2-C2と計上される.逆に,今期費消された維持補修費が維持補修繰入金を超過 し

ている(C2- A2<0が成立する)場合,前期の負債の部の繰延維持補修引当金 D2をA2-C2だけ取り崩

す.なお,ある区間の道路舗装の修繕を繰 り延べたことにより,当該区間の舗装が劣化 し,再調達価額を

算定する際に想定した最適工法より,大規模修繕が必要になった場合を考えよう.この時,大規模修繕の

ために必要となる修繕費と最適工法による修繕費の差額を追加維持補修費として定義する.さらに,当該

年度に発生 した追加維持補修費相当額を追加維持補修繰入金E2として費用の部に繰 り入れる.その上で,

当該年度に,大規模修繕のために追加維持補修費 F2が支出されればE2- F2を繰延不足維持補修引当金

B2に繰 り入れる.すなわち,前年度期末の繰延不足維持補修引当金をB2とすれば,今期末の繰延不足維

持補修費はB2-B2+E2- F2となる.道路舗装の資産価額 S2は取得原価,あるいは再調達価額で評価
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される.繰延維持補修会計では,道路舗装の劣化による資産価額の減少分が繰延維持補修引当金として管

理会計上に現れ,各会計年度における道路舗装の資産価額を評価することが可能となる.

資産の部 負債の部

固定資産 S2繰延維持補修引当金 △D2 繰延不足維持補修引当金 D2

資本の部

収益の部

図 6.2 (2) 繰延維持補修会計の残高試算表

減価償却会計

減価償却会計は資産利用に関わる費用が費消されたサービス提供能力の見積もりによって決定される.演

価償却会計では,各会計年度における資産価額 S3の減耗を減価償却費 A3として認識 し,その累計額を負

の資産△83として資産の部に計上する.減価償却を行うために,資産価額を道路舗装の耐用年数にわたっ

て一定のルールに基づいて費用配分する.毎期費用として計上されている減価償却費は,当該期に実際に

支出されているわけではない.実際に支出されていない費用を会計諸表のなかで費用として認識するため,

減価償却費の累計額は将来の修繕に対する引当金と解釈することができる.しかし,財務会計で定められ

た道路舗装の耐用年数はアスファル ト舗装で10年,コンクリー ト舗装で15年であり,現実の道路舗装の

物理的 ･機能的な耐用年数と一致していない.税制上の耐用年数を用いて減価償却費を計算 した時,｢減価

償却費累計額｣が ｢修繕のために必要となる費用｣に一致する保証はない.この場合,毎年の維持補修費

と取得原価に対する減価償却費とを直接比較しても,維持補修費の適正度に関する適切な情報を得ること

はできない･資産の劣化に関する財務会計上のアカウンタビリティを確保するため,SPASNo/6[35]では

繰延維持補修費を財務諸表に脚注として記載することを規定している.PMASでは道路舗装の修繕予算管

理を行 うことが目的であり,毎年発生する減価償却費が,工学的な検討の結果として得られた維持補修費

に近似的に一致するように道路舗装の耐用年数を適切に設定することが必要である.しかし,減価償却費

累計額に関する情報だけでは,各会計年度にどの程度の維持補修費を費消すべきかが判断できない.減価

償却会計を用いて道路舗装を資産管理する場合,長期的に維持すべき望ましい道路舗装の資産価額 (以下,

ス トック管理水準と呼ぶ)を別途定義する必要がある.

工学的検討を踏まえた耐用年数を用いて減価償却費が計上され,会計年度における道路舗装の修繕資産

価額とス トック管理水準が (たとえば脚注に)記載されるのであれば,更新会計,繰延維持補修会計,減
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資産の部固定資産 S,減価iX却累計額 AD_. 負債の部

資本の部

収益の部

図 6.2 (3) 減価償却会計の残高試算表

価償却会計のいずれを用いても必要な管理会計情報を獲得することが可能である.しかし,会計情報の分

かり易さという視点に立てば,以上の情報が会計諸表の中に明示的に記載される繰延維持補修会計がもっ

とも望ましい.そこで,以下では繰延維持補修会計を用いて,三重県を対象としたPMASを構築すること

とする.

6.4 PMAS構築のための工学的検討

6.4.1 PMAS構築の方針

本研究では,三重県が所轄する道路 (県道及び指定区間外の国道)全区間を対象としたPMASを構築す

る.提案するPMASは図6.1に示したように,道路舗装の会計的管理を実施するPMAと技術的管理を実

施するMMSにより構成される.PMAは対象道路網における各区間の道路舗装の状態を記録する舗装台帳

システム (6.4.2参照)と,道路舗装の資産評価とその変化を記述する管理会計 (6.5.1参照)で構成され

る.一方,MMSは, 1)道路舗装の劣化過程を推定する劣化推定システム (6.4.3参照),2)道路舗装

のMCI管理水準 (6.4.3参照)に基づいて修繕区間の優先順位を決定する修繕箇所選定システム (6.4.4

参照),3)道路舗装の望ましいス トック管理水準を決定する修繕戦略システム (6.5.3参照)により構成

される.すなわち,MMSは各会計年度において実施する舗装修繕箇所を選定するための支援情報を作成

するとともに,三重県の道路舗装の長期的な修繕戦略を検討するという実際的な役割を持っている.この

ような工学的検討を通 じて,PMASで用いるス トック管理水準,維持補修繰入金を算出することが可能と

なる.なお,MMSを構築するにあたり,筆者らが提案した道路舗装の最適修繕モデルを用いる[15】,囲 .

6.4.2 舗装台帳システム

企業会計では,企業が保有する有形固定資産は固定資産台帳に記録される.さらに,会計年度期間中に

1回は資産について実査 し,資産の実在を確認することが義務づけられている.資産が滅失していれば固

定資産台帳から除却される.また,資産の機能が著しく損傷している場合には資産価額が減額される.-
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表6.2 修繕工法判定区分
分類 MCⅠ区分 工法判定
1-1 3.5<MCI オーバーレイ

2.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
MCI≦2.0 打ち換え

1-2 3.5<〟CJ オーバーレイ

3.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
〟CJ≦3.0 打ち換え

2-1 3.0<〟CJ オーバーレイ

2.0<MCI≦4.0 切削オーバーレイ
MCI≦2.0 打ち換え

2-2 3.5<MCI オーバーレイ

3.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
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三重県では各道路区間を交通量,道路環境に応じて道路区間を4つのタイプに分類している.なお,同県は上記
の工法判定区分に対して以下の例外規定を設けている.オーバーレイ工法に該当する区間が,条件1)交通量

区分B(250-1000台/日),C(1000-3000台/日),D(3000台/日以上),かつ,わだちぼれ量30mm以上の場合,
条件2)嵩上げ付加区分に該当する場合には切削オーバーレイを行う.一方,打ち換え工法に該当する区間が

交通量区分がL(100台/目未満),A(100-250台/日)かつ幅員5･5m未満の場合には再簡易舗装を行う.

方,道路舗装に関する資産データは舗装台帳システムで管理される.三重県では,総延長 3,372.66kmにわ

たる道路施設を1区間 100メー トルを基本区間とする総数35,540区間に分割するとともに,各道路区間の

道路舗装に関する情報が舗装台帳として整備 されている.また,定期的に路面性状調査が実施され,個々

の単位区間におけるMCI指標を計測 している.現時点 (平成 13年末)において利用可能な最新のMCI管

理報告書 [36日37]には,平成 10年度から平成 12年度にわたって実施された路面性状調査結果と,それに

基づいて推定された平成 13年3月時点における各区間のMCI値 囲 ~岡 に関するデータが整備されてい

る.また,三重県版舗装管理 ･支援システムでは修繕工法判定区分 (表 6.2参照)を用いて各道路区間に

対 して用いるべき修繕工法を指定している.さらに,舗装修繕単価 (表 6.3参照)に基づいて各道路区間

の修繕費を算定することが可能である.これ らデータを一括 して表 6.4に示すような舗装台帳システムと

して整備 した.舗装台帳システムに記載されている情報は,道路舗装のMCI値に関する実地点検結果や修

繕実績に基づいて逐次更新される.

6.4.3 MCI管理水準の設定

過去の MCI点検記録に基づいて舗装の劣化過程を予測することが理論的には可能である.既存の点検

データは年度により観測地点が異なってお り,劣化過程を十分な精度で推計できるほどのデータは整備さ

れていない.このため,劣化過程を簡単な劣化モデルで記述せざるを得ない.いま,ある道路区間において

年度 tにおける点検において観測されたMCI値をZ(i)と表そう.年度 t+TにおけるMCI値の推定値が

I(i+T)-I(i)14,T (6.4.1)
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表6.3 修繕単価

交通量区分 単価 (円/m
オーバーレイ L

A

B

C
D

切削オーバーレイ L

A
B

C
D

打ち換え L

A
B

C
D

3,300
3,300
3,300
3,750
3,750

4,500
4,500
4,500

4,950
4,950

8,700
ll,250
15,300

19,800
19,800

6,900
9,000

表6A 舗装台帳システムの記述内容 (一部)
コー ド番号 路面種別 最新修繕日 修繕工法 経過年数 交通量観測日 交通量 大型車交通量

4186 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 1435

4187 AS 平成5年 ト2-1 5年 平成 11年 66006 1435

4188 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 6855

4189 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 6855

注)コー ド番号は対象とする路線 ･区間番号,路面種別はアスファル ト舗装 (AS),アスファル トコンクリー ト

舗装 (AC),コンクリー ト舗装 (CO)に区分される･修繕工法の区分は表-2参照･舗装道路台帳システムに
は,以上のデータの他に1)所轄事務所, 2)区間距離表の起点, 3)同終点,4)区間長, 5)初期舗装年

痩, 6)ひび割れ率 (%), 7)わだち掘れ平均 (mm),8)平坦性 (mm), 9)点検履歴 (年次), 10)点検
時MCI値,11)舗装嵩上げの可否,12)計画補修工法,13)大型車交通量が記載されている.

と表現 されると考える.ここに,卯 ま当該の道路区間における 1年間当たりの MCIの平均低下量である.

現実の劣化過程は不確実であり,現実に実現する劣化過程を事前に確定的に予測できない.式 (6.4.1)は各

時点における〟CJの期待値により表現 される期待値パス [叫 を表 している.本適用事例においては,過

去の修繕時点 と直近の点検時点におけるMCI値に基づいて各道路区間ごとに 4,を想定 した.なお,三重

県が管理する道路舗装の年間 MCI低下量は,平均 0.2程度である [3町

MCI値がある臨界的な水準 (本研究では MCI管理水準と呼ぶ)に到達 した時点で修繕を実施すること

によ り,期待ライフサイクル費用の最小化が達成できる.いま,初期時点l-0で舗装が修繕 され,MCI

値が Zまで回復 したとしよう.さらに,初期年度より0年が経過 し,舗装の MCI値が Z(0)-zoに到達

した年度で再び修繕を実施するルールを考えよう.修繕直前の MCI値が zoであ り,その時の修繕費を

F(zo)と表そ う.この時,初期時点の MCI値 Zの下で達成 される期待 ライフサイクル費用を J(Z;zo)と
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図 6.3 利用者費用関数

定義すれば,期待ライフサイクル費用は再帰的な性質を利用して

0(zO)

J(Z;zo)- ∑
t=0

F(I.ô)･･.Il.' I -

(1+α)t (1+α)0(zO)
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(6.4.2)

と表せる.ただし,C(I(i))はMCI値がZ(i)の時の利用者費用,βは年平均交通量,0(zo)は当該年度より

最初の修繕が実施される年度までの時間間隔 (午)である.すなわち,右辺第 1項は次回の修繕時点まで

に発生する総利用者費用の現在価値,第2項は次の時点における修繕費の現在価値,および第3項は次回

に修繕以降において最適に修繕を実施することにより発生する期待ライフルサイクル費用の現在価値を表

す.上式を項 J(Z;zo)に関して整理すれば,

(1+α)0(zO)〉

-1

F(zo)-･日日 /､･
(1+α)i (1+α)0(zO)〉 (6･4･3)

を得る.式 (6A.3)において,期待ライフサイクル費用は修繕を実施する時点のMCI値 zoに応じて変化す

る. 1次元探索法を用いれば,J(Z;zo)を最小とするようなMCI管理水準zoを求めることができる･こ

のような期待ライフサイクル費用を最小にするようなzoをMCI管理水準と呼び,以下Z*と表すことにす

る.現時点l=0において観測したMCI値がZであり,それ以降にMCI管理水準Z*に基づいて最適なタ
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0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 35 4 45 5 55

最盛岳押勝掛(準(M:I)

図 6.4 MCI管理水準の分布

イミングで舗装の修繕を実施 した場合に達成される期待ライフサイクル費用は

0(Z',I)

J(I;Z*)- ∑
嘉 音子毒 + ＼-'(1+α)0(2',I)

C(I(i))β. F(Z*)

]

~~1.l

l.≡.
T

｣

~-
"
｣

6

(6.4.4)

と表せる.ただし,♂(Z',I)はMCI値 Zが観測された当該年度からMCI値が管理水準Z*に到達するまで

の平均経過年数を表す.

三重県の舗装台帳システムに基づいて各道路区間のMCI管理水準を求めた.割引率は年率4%とする.

利用者費用に関しては,旧建設省土木研究所の調査結果 【23]に基づいてスプライン補完法により図6.3に

示すように求めた.各道路区間の交通量は平成 11年の道路交通センサスのデータ (昼間 12時間全交通量,

昼間大型車交通量,昼夜率)を用いた.交通量の増減に関する トレン ドは存在せず,交通量の期待値は時

間を通じて一定と仮定する.また,修繕費F(zo)には修繕工事費だけでなく,修繕工事に伴って生じる迂

回費用を含めることとした.迂回費用を算定する際には,修繕工事が5日で完了すると仮定し,工事対象

区間を最短の距離で迂回するために必要な走行費用の増加を修繕に伴 う追加費用として算出した.以上の

データに基づいて,各道路区間のMCI管理水準を求めた.図6.4は三重県が所轄する全 35,540区間にわ

たる各道路管理区間に対 して求めたMCI管理水準の分布状況を示 している.当然のことながら,交通量や

迂回費用の多寡により各区間のMCI管理水準が異なっている.

6.4.4 費用便益ルールと優先順位

ある道路区間の修繕工事の便益を,r当該時点で修繕をせずに 1年間放置し,翌年度に修繕を行った場合

の期待ライフサイクル費用｣と ｢MCI管理水準を用いて最適に修繕を行った場合に得られる期待ライフサ

イクル費用｣の差として定義しよう.舗装の修繕を1年間放置した場合の期待ライフサイクル費用をj(I),
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MCI管理水準を用いて最適なタイミング年度に修繕 した場合の期待ライフサイクル費用を J(Z;Z･)と表

記すれば,修繕工事の便益はj(Zト J(Z;Z')と定義できる.ただし,期待ライフサイクル費用の算定にあ

たっては,次回以降の修繕をすべてMCI管理水準 Z*を用いて実施すると仮定 している.この時,当該年

度 tにおける舗装の修繕工事の費用便益比 (B/C)は

(β/C)-
i(Zト J(Z;Z*)

J(I)-C(I)β+

J(Z;Z*)-

F(I(i+1))+iiZi4
1+α 1+α

(1+α)0(Z',I)

(6A.5)

と表せる.以上で定式化 した費用便益比を用いれば,予算制約の下で修繕順序を求める実用的な手順を

以下のようにとりまとめることができる.すなわち,

1)修繕を行 うべき最低 MCI水準星を設定する.

2)星に到達 している区間を最も優先順位の高い区間として抽出する.

3)全ての道路区間に対 して費用便益比 (B/C)を算定し,費用便益比 (B/C)>1となる区間の中で(B/C)

が最も大きい区間を選択する.

4)以上より決定 した優先順位に基づいて,予算制約の範囲内で修繕を行 う区間を決定する.

以上の方法で,予算制約がある場合における舗装の望ましい修繕順序を近似的に求めることができる,

6.5 PMASの適用事例

6.5.1 管理会計情報の作成

MCI水準は技術的管理情報であり,この情報を予算過程に反映させるためには会計的管理情報に翻訳す

ることが必要である.そのためには,各会計年度における各道路区間の道路舗装の維持補修繰入金を評価す

ることが必要となる.いま,各道路区間の道路舗装の繰延維持補修引当金を図 6.5に示す枠組みを用いて

評価する.道路舗装のMCI値がMCI管理水準 Z*に到達した時点で修繕を実施 し,新規取得時のMCI値

(MCI=9.0)に復帰することによりライフサイクル費用を最小化できる.このような最適修繕ルールを用

いて道路舗装を修繕する場合に必要となる修繕費を,当該道路区間の舗装資産の再調達価額 として定義す

る.すなわち,再調達価額はMCI管理水準に到達した道路舗装を所与の修繕工法 (表 6.2参照)を用いて

MCI値を初期状態 Z-9.0に回復するために必要な修繕費により評価 される.なお,ここで用いる修繕費

は表 6.3に示す舗装単価を用いて計上された道路舗装の修繕費のみであり,車両の迂回費用は含まれない.

繰延維持補修会計では,資産価額は取替えのための再調達価額で評価され,それを各期に費用 として配



140 第 6章.道路舗装管理会計システムの構築に関する研究

表6.5 平成 13年度舗装管理会計 (一部のみ抜粋)
区間コー ド 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足

理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金

4186 2,805 4.6 4.6 128 128 0 2,805 0
4187 2,805 3.3 4.6 128 0 1,020 2,805 1,020

4188 2,805 3.1 4.6 128 0 0 2,805 1,020

4189 2,805 3.9 4.6 128 0 0 2,805 0

全区間 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足

理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金

107,728,666 5.3 6.7 4,580,315 1,532,320 919,800 61,339,412(31,739,412) 25,952,500

注)価額の単位は千円.管理会計は平成 13年末の情報を示している.最下段の行は平成 13年末における各道路

区間の会計情報を道路網全体にわたって集計化した会計情報を表している.区間4186では今期にMCIがMCI管
理水準に到達し,今期の維持補修引当金繰入額として 128千円が計上されている.それ以外の区間では,MCI値
がすでにMCI管理水準より低下しており,繰延維持補修引当金として再調達価額相当額が計上されている.区間

4187では劣化が進展し,今期不足維持補修引当金繰入額 1,020千円が計上された.区間4188では,過去に不足維
持補修引当金繰入額が計上されたが,修繕が先送りされ繰延不足延維持補修引当金として 1,020千円が計上されて

いる.標準維持補修引当金繰入額は,道路舗装の修繕が先送りされていない状況で各期計上される繰入額である.区

間4187,4188,4189では修繕が先送りされている (資産価額相当額が繰延維持補修引当金として計上されている)
ため,維持補修引当金繰入額は計上されない.最下段の括弧内の数字は修繕が先送りされている区間の引当金総額

を参考情報として記述している.

分 した結果が維持補修繰入金 として毎期計上 される.計上 された繰入金は,当該期に修繕 を実施 しなけれ

ば,繰延維持補修引当金に組み入れ られる.道路舗装の MCI値が MCI管理水準 Z*に到達 した時点で修繕

が実施 され,MCI値は 〃CJ -9.0まで回復する.道路舗装の耐用年数を修繕が実施 されてか らMCI値

が管理水準 Z*に到達するまでの期待経過年数 ∂(Z*,I)により定義する.道路舗装の劣化 を線形過程 (6･4･1)

で表現する場合,毎期計上 される維持補修繰入金は

維持補修繰入金-慧 雷

と評価できる.ある会計年度に修繕 を実施 しなければ,

期末繰延維持補修引当金

-期首繰延維持補修引当金

+維持補修繰入金一支出 (修繕費)

(6.5.6)

(6.5.7)

が成立す る.なお,上記のルールにおいて,会計年度にわたって維持補修繰入金が等額である必要はない･

維持補修繰入金を道路舗装の資産価額 と対応 させて変化 させるようなルールを用いることも可能である･い

ずれの方法を用いても,舗装の劣化が当初の予想通 り進展 し,前回修繕を実施 してか ら耐用年数が経過 し

た場合には,修繕 に必要な再調達価額 と同額の引当金が積み立て られていることになる･修繕を実施 した

場合には,引当金は取 り崩 され,繰延維持補修引当金は 0となる.現実の予算 ･修繕過程においては,MCI
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修繕費 不足維持補修引当金繰入額

再調達価額 繰延不足維持補修引当金

繰延維持補修引当金繰入

繰延維持補修引当金

繰延維持補修引当金

図は最終期間 (図の右端の期間を意味する)まで修繕が繰り越された時に,それまでの各期間で繰入額,引当金が
どのように発生したかが記載されている.繰入額が発生しても,それに対して支出が実施されなければ当該の繰入
額は引当金の中に繰入れられる.右端の期間で修繕が実施され,繰延維持補修引当金と繰延不足維持補修引当金は
0となる.

図6.5 繰延維持補修引当金の計算方法

値が管理水準 Z*に到達した時点で修繕できず,翌年度以降に繰越す場合がある.式 (6.5.7)を用いた繰延

維持補修引当金の更新は,MCI値がMCI管理水準Z*に到達するまで実施され,MCI値が管理水準Z*に

到達 した (道路舗装の再調達に必要な引当金が積み立てられた)段階で終了する.道路舗装の修繕を長期

間にわたって繰 り延べた場合,道路舗装の劣化が進展し,所与の工法より大がかりな修繕工事が必要とな

る.いま,図 6.5において時刻 iまで道路舗装の修繕を先送 りしたため,劣化がさらに進展 し,最適修繕

工法よりも大がかりな道路舗装の修繕が必要になったと考えよう.この場合,最適工法による再調達価額

で表される繰延維持補修引当金以外に,道路舗装の過大な劣化を修復するために時刻 iにおいて追加維持

補修繰入金が発生する.当該年度に道路舗装が修繕されなければ,時刻i以降,追加維持補修費を引き当

てるための繰延不足維持補修引当金が計上される.修繕が実施されれば,繰延維持補修引当金と繰延不足

維持補修引当金の双方が全額取り崩される.

管理会計に記載されているMCI値は前回の実地点検結果に基づいて式 (6.4.1)により予測された値であ

る.しかし,道路舗装の劣化過程は不確実であり,実地点検の結果観測されたMCI値が管理会計に記載さ

れているMCI値と一致する保証はない.両者が一致しない場合,道路舗装が式 (6A.1)に従って劣化する

場合,MCI観測値を用いて道路舗装の余寿命は

余寿命-耐用年数 ×

〟cJ観測値-〟CJ管理水準

9.0-MCI管理水準

(6.5.8)

と再定義できる.記号tA]はAを超える整数の中で最小の整数を意味する･当該区間の繰延維持補修引当

金を

繰延維持補修引当金
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図 6.6 平成 13年度残高試算表

-再調達価額 ×
耐用年数一余寿命

耐用年数
(6.5.9)

と修正することが必要となる.管理会計には当該会計年度における各道路区間の道路舗装のMCI値等の技

術的管理情報と将来発生する修繕費に関する会計的管理情報が記載される.表 6.5は三重県を対象として

作成 した管理会計情報の一部を示している.各道路区間に対して算定した維持補修繰入金,繰延維持補修

引当金を道路網全体にわたって集計化 した結果を表 6.5の最下欄に示している.また,管理会計情報を残

高試算表の形で整理 した結果を図6.6に示 している.

6.5.2 道路舗装の管理会計

いま,すべての道路区間のMCI値がMCI管理水準を上回っている (道路舗装の修繕が将来に先送りさ

れていない)状況を想定しよう.このような理想的な状態で発生する各年度の維持補修引当金繰入額の総

額 (以下,標準維持補修引当金繰入額と呼ぶ)は約 46億円となる.ある会計年度に道路修繕支出として約

46億円が支出されない場合,残額 (繰入額一支出額)は繰延維持補修引当金に繰 り入れられる.別の会計

年度において繰入額以上に修繕費が支出されれば,その額だけ繰延維持補修引当金が取 り崩される.この

ように,年間約 46億円を道路舗装の修繕費として経常的に支出することにより,ライフサイクル費用を可

能な限り抑えつつ道路網全体の道路舗装の資産価額を定常状態に保つことが可能となる.表6･5ではこの

ように工学的な検討の下で経常的に計上すべき繰入額を参照情報として標準維持補修引当金繰入額の欄に

記述 している.

三重県では平成 13年現在において道路舗装のMCI値がMCI管理水準より低くなっている区間がかなり

存在する.その中には,劣化が相当程度に進展し,最適な工法で修繕できず繰延不足維持補修引当金が計

上されている区間も存在する.繰延維持補修会計では,過去の時点で支出されなかった不足維持補修引当

金繰入額が繰延不足維持補修引当金として負債の部に記述される.三重県の場合,平成 13年現在において
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必要となる繰延不足維持補修引当金の総額は約 260億円に達する.図 6.5に示すように,MCI値がMCI

管理水準より低下した区間では,繰延維持補修引当金 として資産価額相当額が計上されており,維持補修

引当金繰入額は0となっている.平成13年度現在において,修繕が先送りされた区間が相当数存在するた

め維持補修引当金繰入額は約 15億円が計上されるのみである.

繰延維持補修引当金は,あくまでも将来時点で必要となる修繕費を引き当てたものであり,ある会計年

度において繰延維持補修引当金のすべてを取 り崩す必要はない.標準維持補修引当金繰入額は,当該期で

支出されるべき望ましい修繕費を示したものであり,フローの管理水準を表 している.三重県の場合,道

路舗装の修繕を先送 りしているため,繰延維持補修引当金が多大な金額になっている.表 6.5には,参照

情報として,MCI値がMCI管理水準を下回っている道路区間にわたって繰延維持補修引当金を集計した

引当金総額約 317億円を示 している.つまり,先送 りされた修繕需要を解消するために,括弧内に示され

た繰延維持補修引当金総額と繰延不足維持補修引当金の和 (約 577億円)を投入することが必要となる.

6.5.3 シミュレーション実験とス トック管理水準

道路修繕の予算シナリオを作成 し,MMSを用いて管理会計情報が経年的にどのように変化するかをシ

ミュレー トしてみよう.いま,道路舗装の修繕費として維持補修引当金繰入額相当額の約46億円が毎年確

保されると同時に,先送りされた修繕需要を解消するために繰延維持補修引当金約 317億円と繰延不足維

持補修引当金約 260億円が今後 26年間 (毎年約 22億円ずつ)にわたり取 り崩されるシナ リオに従って,

道路舗装の予算 ･補修過程をシミュレー トした.各期の予算制約の中で,各会計年度における道路舗装の

修繕箇所が費用便益ルール (6.4.5)で決定される.修繕箇所の選択にあたっては,繰延不足維持補修引当金

が計上されている道路区間を優先する.費用便益比が大きい道路区間より逐次修繕が実施される.ある会

計年度に最後に選択された道路区間の修繕費とその会計年度に支出された修繕費の総計が,当該年度の維

持補修引当金繰入額を超過する場合,修繕費の超過額がその道路区間の修繕費の過半数に達 しない場合は

その分予算を超過 して修繕を実施する.そうでない場合は,修繕を見送 り翌年に繰 り越すこととした.こ

のような予算 ･修繕過程を長期 (100年間)にわたって繰 り返し,毎年支出される維持補修引当金繰入額

(不足維持補修引当金繰入額も含む),および道路網全体で発生する繰延維持補修引当金と繰延不足維持補

修引当金の推移過程をシミュレー トした.なお,シミュレーションの手順は以下のように取りまとめるこ

とができる.

1) 平成 13年4月の時点のMCI値を各道路区間の初期MCI値として設定する.

2)初期時点におけるMCI値に基づいて6.4.4に示す手順に従って修繕の優先順位を決定する.その際,

繰延不足維持補修引当金が計上されている道路区間を優先する.

3)年間予算 (維持補修繰入金)の制約の中で優先順位に従って舗装の修繕を実施する.

4) 劣化過程に従って各道路区間のMCI値を更新する.
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5) 道路舗装の修繕が実施された道路区間では,繰延維持補修引当金,および繰延不足維持補修引当金を

全額取 り崩す.

6) ステップ 2-戻る.以上の手順を 100年間繰 り返す.

シミュレーションの結果,各会計年度における繰延維持補修引当金と繰延不足維持補修引当金の総和 (以

下,総繰延維持補修引当金と呼ぶ)は図 6.7に示すように変化することが判明した.同図には,再調達価

額で加重平均をとった道路網全体の平均 MCI水準を併記 している.同図に示すように,2026年まで繰延

維持補修引当金 と繰延不足維持補修引当金が逐次取り崩されるため,道路舗装の総繰延維持補修引当金は

減少 していく.2027年以降は,道路舗装の総繰延維持補修引当金は長期的な平均的水準約 296億円をベー

スに定常的に推移 していく.このように定常状態において,各会計年度に標準維持補修引当金繰入額相当

額が修繕費として支出される場合に実現される道路舗装の平均的な総繰延維持補修引当金をス トック管理

水準と定義 しよう.すなわち,三重県の道路舗装のス トック管理水準は約 296億円となる.また,道路網

全体の平均MCI水準は長期的に6.7前後で推移する.このような最適修繕投資の下で実現する長期的な道

路網のサービス水準を平均MCI管理水準と定義しよう.本事例では道路網全体の平均的MCI管理水準は

6.7となる.表 6.5に示すように平成 13年現在では平均 MCI水準は5.3であり,平均 MCI管理水準をか

なり下回っている.

6.5.4 PMASの更新

新しい情報やデータが追加されれば,それと対応 してPMASを更新することが必要となる.すなわち,

1)新 しい道路が整備されたり,道路施設の改良によって道路舗装が取 り替えられた時や,2)道路舗装

の修繕工法や修繕単価が更新された時には,PMAの舗装台帳が修正され,それと同時に管理会計情報も

修正される.それ と同時に,新 しい舗装台帳システムに基づいた MMSシミュレーションにより,新しい
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技術的 ･会計的管理水準を求める.以上の修正の方法は,基本的にはこれまでの手順に従ってPMASを作

り替えることで対応できる.このようなPMASの更新は,すべて舗装台帳システムのデータに基づいて実

施される.したがって,PMASの更新が可能となるためには,新しく得られた追加情報を舗装台帳システ

ムに常に記述しておく必要がある.道路舗装の劣化過程には不確実性が存在 し,必ず しも線形の劣化過程

(6.4.1)に従うわけではない.したがって,管理会計上で管理している各道路区間のMCI値が現実のMCI

値と一致している保証はない.時間の経過とともに,両者のMCI値が乗離することは止む得ない.実地点

検により,新 しいMCI値が得られば,それに基づいて舗装台帳システムを更新 し,台帳レベルのPMAの

内容を修正する必要がある.それに応 じて,繰延維持補修引当金,繰延不足維持補修引当金も修正される

ことになる.また,災害等により生じた損傷の修復費は,資産の現状復帰のための費用であり,資産価額

の増加を意図した投資的費用ではない.災害による修復が発生した場合,資産価額の再評価が必要となる.

6.6 結言

本章では道路舗装の修繕予算管理を行 うための管理会計情報の提供を目的としたPMASを提案 した.そ

の際,発生主義の会計原則に基づいて,減価償却累計額と繰延維持補修引当金を明記 した繰延維持補修会

計方式が望ましいことを指摘 した.繰延維持補修会計では,工学的検討を通じて道路舗装の望ましいストッ

ク管理水準,維持補修繰入金 (フロー管理水準)という2種類の管理水準を設定する必要がある.そのた

めライフサイクル費用の低減化を目的とした道路舗装の最適修繕モデルを用いて,これら2種類の管理水

準を決定する方法論を提案 した,さらに,具体的に三重県が管理する道路網を対象として試行的にPMAS

を作成 した.提案したPMASは道路舗装の修繕予算の決定のための重要な管理会計情報を提供 しうるもの

であり,その有用性 ･実用性を実証分析を通じて明らかにしえたと考える.近年の公会計の改革の中でイ

ンフラ資産の維持補修に関する管理会計の重要性が指摘されつつも,現実にインフラ資産の維持補修をめざ

した管理会計を作成 した事例は存在 しない.道路舗装とい う限られたインフラ資産のみに着目したもので

はあるが,提案 したPMASは繰延維持補修会計を用いた管理会計システムとしてははじめての研究事例で

あると考える.しかし,本システムを現実の道路舗装の予算 ･執行過程に用いていくためには,今後に残

された課題が存在する.第 1に,本章で提案 したPMASの有効性は各道路区間の舗装劣化メカニズムの精

度に依存している.現時点において,舗装劣化メカニズムに関するデータの蓄積が十分ではなく,期待ラ

イフサイクル費用の推計精度に関しては改善の余地が残されている.また,道路舗装技術の革新や工法の

発展により,ライフサイクル費用を削減 しうる新 しい技術が開発された場合,それらの技術情報を用いて

pMASを逐次更新する必要がある.第2に,本章で提案 したPMASは既設の道路舗装のアセットマネジ

メン トを対象としたものである.新規の道路整備,あるいは道路以外のインフラ資産の新規整備,修繕更

新も射程にいれたようなインフラ資産の総合的な事業評価 ･アセットマネジメン トのための方法論を開発

する必要がある.第3に,本研究では管理会計システムの提案にとどまっているが,財務会計におけるイ
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ンプラ資産情報の開示,管理会計情報と財務会計の連結方式に関して,今後検討を続ける必要がある.な

お,本研究は筆者の見解に基づくものであり,三重県の現実の管理会計システムを記述するものではない.
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第7章

結論

行財政制度改革-の関心の高まりを背景として,近年,社会資本整備に対する批判的な議論が増大して

いる.r公共投資は役に立たない｣などと主張される議論の多くは,短期的な需要効果を念頭にフローとし

て投資活動に着目した一面的なものと言えるが,ス トックとしての社会資本が本来,如何に効果をもたら

しているか,あるいはその機能を維持 していくために,如何なる維持管理戦略が必要となっていくのかと

いう冷静な検討と,的確な情報開示が強く求められている.戦後,わが国は膨大な社会資本を蓄積 し,国

土空間の保全,経済活力の創出,生活環境の維持にその役割を発揮させてきた.今後これらの資本ストッ

クは維持管理のため,必要な資金をタイミングを損なうことなく支出し,量的 ･質的に満足のいく水準を

確保 していく必要がある.こうした背景をもとに,政府活動の効率性とアカンタビリティ確保を目的とし

て,公会計分野における改革が進められている.本研究では,社会資本のス トック情報を体系的に認識 ･

評価 ･伝達するための諸課題と方法論について論述し,またマクロ的観点からの生産性評価,維持修繕活

動に関する管理会計情報の作成に関する提案を行った.

以下では,各章で考察した問題の概要と得られた帰結を簡単に示す.

2.では,インフラ会計の目的とその会計情報の概念的枠組みについて考察した.公会計分野における社

会資本に関する会計情報の体系化は,アカウンタビリティの確保,資源の効率的配分,アセットマネジメ

ン ト,経済統計整備のために重要な役割を果たす.本研究ではインフラの資産評価の方法と会計方式,会

計情報の構築方法を示 した.会計情報システムの構築にあたっては実務的検証が重要と考えられるが,今

後の展開のための 1つの有用な知見を提供したものと考える,

社会資本ス トックを会計情報として認識 ･評価していく上では,通常金銭タームで認識 ･集計すること

になる.現行の公会計では,情報の集約プロセスによってス トックの量的水準と質的水準の差異が区別さ

れず, 1次元情報として集計化される.この会計情報のみでは,社会資本の新規整備投資と既存ス トック

の維持更新-の必要投資とを区別することが不可能であり,マクロ的な社会資本投資評価に対し適切な情

報提供をなし得ないという問題がある.このため,3.では,社会資本の量的ス トックと質的水準を同時に

取り扱った最適インフラ投資モデルを定式化 した.最適投資モデルに関しては膨大な研究の蓄積があるも

のの,インフラの新規整備 ･除却,維持補修の差異を考慮 した最適投資戦略に関してはほとんど研究が進
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屈 していないのが実情である.本研究では,新規整備戦略や最適な質的水準を議論するための分析枠組み

を提案するとともに,時間を通じたインフラの投資戦略に関する情報をインフラ会計情報として整備する

ための課題について考察した.

新規整備 と維持更新投資のバランスのもとで,社会資本は一定の量的 ･質的水準を維持されるべきであ

るが,こうして蓄積 された資本ス トックは民間主体の生産活動にいかなる効果をもたらすか,という観点

から社会資本の生産性を適切に評価することが重要である.

4.では,社会資本の整備が国民 (地域)経済の生産性や経済成長に及ぼす影響に関する研究成果に関 し

て批判的検討 と展望を行った.社会資本の生産性については,生産関数 費用 ･利潤関数,vARなど用

いて多様な実証分析が蓄積するが,末だ決着を見ていない.内生的経済成長論,新経済地理学の進展に見

られるように,集積の経済に対する社会資本の寄与も大きい.また地域成長の収束 ･発散議論においても,

社会資本のもたらす効果を明示的に導入 した分析が行われている.本章では,社会資本の定義に注意しつ

つ整備がもたらす規模の経済効果に焦点をあてて既存文献の検討を行った.

社会資本は設置された位置においてその周辺地域に対 し生産効果もたらすが,より離れた地域に対して

も効果を波及させるという特徴を持つ.交通インフラに代表される社会資本は,知識 ･情報の伝播による生

産性向上効果をもたらす.従来の研究では,こうしたスピルオーバー効果を明示的にモデル化 し,実証分

析を行った例は少ない.5.では,社会資本のスピルオーバー効果と生産性を計測することを目的として空

間計量経済学的な視点に立ち実証分析を行った.その際,スピルオーバー効果として要素スピルオーバー

効果と知識スピルオーバー効果があることを指摘 し,これらのスピルオーバー効果を計測するために4種

類の生産関数モデルを定式化 した.さらに,実証分析を通 じて,社会資本のスピルオーバーには知識の階

層的なスピルオーバーと生産要素の双方向的なスピルオーバー効果が存在することが明らかとなった.本

研究で提案 した方法論の有効性は実証分析を通 じて明らかにしえたと考える.

インフラのアセットマネジメン ト活動のうち,日常の維持管理業務においては,時間の経過 とともに生

ずる資産の劣化減耗の状態と適切な修繕活動の結果とを会計情報として記述 し,維持修繕に関する適切な

予算支出と評価が求められている.会計情報の有用性のひとつとして,管理会計の利用がある.組織体の

行動目標 とその達成状況を適宜モニタリングしながら,行動のフィー ドバ ックを行 うためのマネジメン ト

情報システムとして構築することができよう.6.では,道路舗装について効率的なマネジメン トを行 うた

めの道路舗装管理会計システム (PMAS)の開発を行い,三重県が管理する道路舗装に対してその有効性

を検証 した.検証の結果このアプリケーションが現場 レベルでの舗装マネジメン トから,より上位の予算

管理にいたるまで非常に有力なツール となり得ることを示 した.

社会資本の総合的なマネジメン ト戦略の構築に向けて,経済会計情報の作成とその評価にはなお多くの

研究課題が残 されている.

まずインフラ会計の構築にあたっては,国 ･自治体が設定するサービス水準を前提として,資産評価や
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会計計算の方法が決定される.インフラのサービス水準は,資産の性能規定だけでなく美観,アメニティ

水準によっても規定される,インフラ資産の望ましいサービス水準は,技術的条件だけでなく,社会的 ･

経済的条件を勘案 しながら総合的に決定すべきである.サービス水準に関する国民のコンセンサスを求め

る方法論を開発する必要がある.また,インフラ会計がアカウンタビリティの基本的ツールとして定着す

るためには,会計情報に関する監査制度を確立しなければならない.

動学的インフラ経済投資モデルに関しては,第 1に,インフラの限界投資効率を経験的に推計するため

の方法論を開発する必要がある.社会資本と民間資本の明らかな相違点は,耐用年数の違いにある.従来

より,社会資本の生産性を議論した研究が蓄積されているが,耐用年数の違いを明示的に考慮して生産性

を測定した事例は多くない.インフラの限界投資効率を測定するためには,将来における整備シナリオを

考慮する必要がある.このような本来後ろ向きに推計すべき限界効率性の推計方法に関する方法論の開発

が不可欠である.

第 2に,インフラの質的水準を評価するための効用関数を推計する必要がある.そのためには質的水準

に対する家計の支払い意思額に関する経験的な分析情報を蓄積 していくことが重要である.さらに,納税

者の立場からインフラ資本ス トックとアウトカム指標をバランスシー トとして記述するような納税者会計

に関する研究が必要となろう.

社会資本の生産性に関しては,より信頼性の高い知見を得るためにはいくつかの研究課題が残されてい

る.第 1に,社会資本ス トックに関するデータベースの整備があげられる.現時点で,社会資本の除却を

考慮 したス トック会計は存在せず,社会資本ス トックに関するバランスシー トの作成が課題となっている.

空間的な位置情報,整備年次や改修 ･拡張の履歴,ネットワーク型 ･非ネットワーク型の種別等の情報を

含み,適正な方法に基づいた社会資本ス トックデータベース作成とその公開が緊急の課題である.

第 2に,社会資本の整備効果やその波及効果は長期間にわたって現れる.社会資本の整備効果の時間的

ラグの計測が今後に残された大きな課題となっている.また,社会資本の生産性はマクロ経済の動向にも

左右される.社会資本の整備効果を追跡するためには,空間的動学過程の計量化の方法論を開発する必要

がある.多時点間におけるパネルデータの空間的相関の取り扱いが今後に残された大きな理論的な研究課

題になっている.

さらに,社会資本は生産資本として生産の効率化に資するのみならず,生活資本として家計の厚生増加

にも寄与する.社会資本の整備効果は最終的に土地に資本化され,その効果を地代を通じて顕在化される.

従来より,- ドニック理論を用いた社会資本の資本化仮説の検定問題に関しては研究の蓄積があるが,今

後は生活資本としての社会資本の生産性の計測問題が重要な課題である.

最後に道路舗装を対象としたアセットマネジメン トのための管理会計システムについて,現実の道路舗

装の予算 ･執行過程に用いていくためには,次の課題が存在する.

第 1に,提案 したPMASの有効性は各道路区間の舗装劣化メカニズムの精度に依存 している.現時点に
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おいて,舗装劣化メカニズムに関するデータの蓄積が十分ではなく,期待ライフサイクル費用の推計精度

に関しては改善の余地が残されている.また,道路舗装技術の革新や工法の発展により,ライフサイクル

費用を削減 しうる新 しい技術が開発された場合,それらの技術情報を用いてPMASを逐次更新する必要が

ある.

第 2に,本研究で提案したPMASは既設の道路舗装のアセットマネジメントを対象としたものである.

新規の道路整備,あるいは道路以外のインフラ資産の新規整備,修繕更新も射程にいれたようなインフラ

資産の総合的な事業評価 ･アセットマネジメン トのための方法論を開発する必要がある.第 3に,本研究

では管理会計システムの提案にとどまっているが,財務会計におけるインフラ資産情報の開示,管理会計

情報と財務会計の連結方式に関して,今後検討を続ける必要がある.

今後,さらなる効果的かつ効率的な社会資本戦略の構築に向けては,工学,経済学,会計学,経営管理

学,行政学などの協同による学際的研究と実証検討を進めていく必要性は大きい.本研究から得られた知

見がその一助となれば幸甚である.
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